松村弓彦著『ドイツ土壌保全法の研究』 by 柳,憲一郎
日治大’社会禾；「　’：’　Pt所、
松村弓彦著『ドイツ土壌保全法の研究』
柳　憲一郎☆
　本書は、汚染土壌浄化等の措置の実施や費用負担責任に関するドイツ法の本格的な研究書があるが、
それのみにとどまらず、英国法やオランダ法の土壌汚染に係る制度に関する知見を踏まえて、わが国の
汚染浄化責任立法に関する論点をも整理する土壌環境保全法の体系書である。このような比較研究書は
この研究領域では類例をみないと言ってよい。はじめに、本書の全体像を素描してみよう。
　本書は、序から始まり、第一章連邦土壌保全法制定までの判例の動向、第二章環境責任に関する基金
制度、第三章土壌保全法における汚染土壌浄化義務者、終章わが国における汚染土壌浄化責任制度のあ
り方、等で構成されている。
　序では、土壌保全法制にかかわる論点を整理する。まず、汚染された土地取引当事者間の契約の効力、
土壌汚染原因者・被害者間の損害賠償責任、汚染された土地に関連する行政処分行為等を理由とする国
家賠償責任（職務責任）等の私法上の論点を射程に置きつつ、主として、過去の汚染にかかる調査・浄
化等の措置の実施ないし費用負担に関する公法上の責任に関する論点を研究対象とすることを述べる。
　第一章では、土壌汚染関連の公法上および私法上の責任に関する153の判例及び28の関連判例の分析
を行っている。判例の分析に当たっては、公法上の責任については、以下の4つの論点、すなわち、①
土壌汚染の存否、程度、範囲の調査に関する責任、②責任主体、③責任の限界、④複数責任者の内部関
係、また、私法上の責任については、以下の3っの論点、すなわち、①移転取引当事者間の責任関係、
②契約関係以外の被害者・原因者間の責任関係、③国家賠償の視点における行政庁の責任に焦点を当て
ているが、松村教授の主たる関心は、もっぱら土壌汚染に原因者として関与していない汚染された土地
の所有者の責任（状態責任）とその責任範囲を画することにある。また、私法上の責任においては、複
数義務者間の求償権に係る判例を取り上げ、検討分析するが、この点については、判例が消極に解して
いたため、批判が多く、州法との軋礫もあったようで、その後の連邦土壌保全法では求償権を明記し、
立法的に解決を図ったとの現行法の考え方が理解できて、興味深い。
　第二章では、公法上、私法上の環境責任に関する基金制度あるいはその構想を取り上げる。その背景
には、環境責任担保制度と何らかの基金制度との併用が必要不可欠との認識が窺える。義務者の不存在
等により、原因者負担原則を適用できない場合には、公的負担で処理すべきか否かが問題となるが、そ
うした問題を可能な限り回避することを前提として、基金制度のあり方を模索する。具体的には、私法
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上の責任に関する基金制度や構想として、廃棄物に係る汚泥損害補償基金、大気汚染に係る森林損害賠
償基金構想、ヘッセン州環境損害責任基金構想や緑の党環境損害責任基金構想などを取り上げ、その機
能等を整理・分析し、また、公法上の責任に関する基金制度としては、バC一ゼル条約に係る連帯基金、
土壌浄化責任に係る特別財産構想や汚染跡地基金構想、遠隔・複合汚染基金構想、特別廃棄物課徴金構
想等の機能、形式等について分析しつつ、さらに、環境責任制度にかかわる諸学説を検討する。ドイツ
における基金制度あるいは構想は、形態に差はあるものの、いずれにしても義務者不存在や緊急を要す
る場合、拡大原因者負担原則による徴収管理か、一般財源による支出かはさておき、調査、浄化等の措
置財源を講ずるための制度であり、構想であると分析・評価している。基金制度の位置づけについては、
わが国の制度構築を考えるにおいて、極めて示唆的である。
　第三章では、1998年連邦土壌保全法の制定前における連邦法とその問題点、州法及び判例・学説
の動向を簡潔に要約し、環境法典草案が予定する浄化義務者について概観し、さらに、連邦土壌保全法
制定プロセスにおける考え方を整理した上で、制定後における汚染土壌浄化義務者にかかわる論点にっ
いて学説を踏まえて検討・分析する。連邦土壌保全法に関する分析では、浄化措置義務者に焦点を当て、
警察法規上の違反責任の枠組みを踏襲し、行為責任、状態責任を拡大するが、前所有者に一定条件下で
責任を認めることで責任回避目的の売却を封ずる効果があったとし、その反面、状態責任が永久化され
るという問題点を指摘する。また、義務者不存在ないし支払い能力不能の場合は、特別の財政措置が規
定されていないので、その解決は州法に委ねられるとする。
　終章では、上記のドイツ法の検討を基礎として、わが国における土壌保全法制のあり方に関し、浄化
責任及び費用負担責任を中心にその論点を整理する。今日、汚染浄化義務者については、原因者負担原
則を責任の中核に据える国が大勢を占めているが、原因者概念の概念の拡大、原因ないし寄与度に関す
る証明責任の転換・推定、公法上の違法性のない場合の免責問題、責任者不明の状態を最小化するため
の情報システム、責任履行の確保等への配慮が重要だと指摘し、汚染原因者、汚染原因者以外の者の責
任、複数義務者間の義務序列等の視座から、それぞれの論点を簡潔に検討・分析する。
　さて、近年、工場跡地の売却など土地の流動化に伴い、土壌汚染が社会問題化し、とりわけ、土地の
売却時に、土壌汚染をめぐるトラブルも発生しており、これまで放置されていた土地が開発によって、
汚染土壌が建設残土となって全国各地に流出する可能性も危惧されてきたところである。その第一の問
題点は、それに正面から対応する法規制がなかったことである。私見では、土地取引において土壌汚染
に係る無用のトラブルをなくすためには、結局、浄化処理対策の円滑な実施を確保するための社会的枠
組みを早期に確立すると同時に、汚染地の所在、汚染の程度、リスクの程度、浄化対策の状況等に関す
る情報を適切に管理し、公表する仕組みを作るしかないと思われる。後者の仕組みは汚染地登録制度と
呼ばれ、米国、英国、ドイツ、オランダ等ですでに取り入れられているが、この点については、松村教
授も終章の「結びに代えて」で土壌汚染に関する情報管理とその開示システムの確立がわが国の緊急の
課題であることを強調され、私見と軌を同じくされている。
　また、前者の制度的枠組みとして、現在、土壌汚染対策法案が、今国会（第154回）に上程されてい
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るが、その法案の基礎となっているのは、土壌環境保全対策の制度のあり方に関する検討会による「土
壌環境保全対策の制度のあり方について（中間取りまとめ）」である。
　中間取りまとめの詳細はここでは触れないが、要は土地所有者責任を基調として、汚染土壌の調査措
置・リスク軽減措置の実施を図るものである。所有者が事実上その責任を履行できない場合も想定され
ており、その場合の費用については、「土壌汚染対策の円滑な推進を図る観点から、土壌汚染は過去の事
業活動の『負の遺産』であること等を踏まえ、事業者などの関係者から拠出を行い、基金を造成するこ
とについて検討することが必要であろう」としている。松村教授は、その検討会のメンバーの一員であ
ったことから、このドイツ土壌保護法研究による知見や先進的な欧州の取り組みに関する情報は、この
中間取りまとめの作成に当たって大きな貢献をなしているであろうことは想像に難くない。また、土壌
環境保護法が制定された以降においても、法解釈や運用面で、本書の与える示唆が大いに参考になると
思われる。
　今日、環境法政策の領域においては、本書のような優れた比較研究の成果が制度設計に大きな貢献を
することが少なくない。環境法の一研究者として、問題解決指向的な着想と先見性のある研究に精魂を
傾けられている松村教授の日頃の弛まぬご努力に敬意を表したい。今後の研究のさらなる進展を祈念申
し上げるとともに、環境法を学ぶ多くの研究者や実務家諸氏に本書を推薦する次第である。
（やなぎ　けんいちろう）
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